
 

 
原子力発第０８２６２号 
平成２１年２月２３日 

 
 

愛 媛 県 知 事 
加  戸  守  行  殿 

 
四 国 電 力 株 式 会 社 

                                  取締役社長  常 盤 百 樹 
 

 

耐震設計審査指針の改訂に伴う既設原子力施設の耐震安全性評価における 

弾性設計用地震動Ｓｄによる確認等に係る国からの指示について 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は、当社事業に

つきまして格別のご理解を賜り、厚くお礼申し上げます。  

 

 さて、耐震設計審査指針の改訂に伴う既設原子力施設の耐震安全性評価にお

ける弾性設計用地震動Ｓｄによる確認等に関して、平成２１年２月２０日付け

で経済産業省原子力安全・保安院から、別添のとおり通知がありましたので、

安全協定第 10 条第４項に基づきご報告いたします。 

 

 

敬 具 

 

 

 

 
 
 
 



経済産業省


平成 21･02･ 18原院第 4号

平 成 21年 2月 20日

四国電力株式会社

取締役社長 常盤 百樹 殿

経済産業省原子力安全 ･保安院長 薦田 鹿

耐震設計審査指針の改訂に伴う既設原子力施設の耐震安全性評価

における弾性設計用地震動 Sdによる確認等について

原子力安全 ･保安院は､別紙 (N ISA-151b-09-1､N ISA-

191b-09-1､N ISA-185b-09-1､N ISA-171b-

09-1)のとおり､原子力事業者等に対し､耐震設計審査指針の改訂に伴う

既設原子力施設の耐震安全性評価の際に､弾性設計用地震動 Sdにより確認す

ることなどを求めることとしました｡

つきましては､貴社におかれましても.別紙に従い､所要の対応をお願いし

ます｡
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平成 21･02･ 18原院第 4号

平 成 21年 2月 20日

耐震設計審査指針の改訂に伴う既設原子力施設の耐菓安全性評価

における弾性設計用地震動 Sdによる確認等について

経済産業省原子力安全･保安 
NISA-151b-09-

NISAllglbl09
NISA-185b-09-1 
NISA-171b10911

平成 21年 2月 18日の原子力安全委貞会において､ ｢既設原子力施設の

耐震安全性確認における弾性設計用地喪動評価の位置づけ等について｣ (2 

1安委決第 9号)が別添のとおり決定された.この中で､耐震設計審査指針

の改訂に伴う既設原子力施設の耐震安全性評価の際に､弾性設計用地震勤S 
dにより確認することなどについて原子力事業者等に周知するよう､当院に

要請があったので､これを踏まえ､当院は原子力事業者等に対し､下記の事

項について適切に対応するよう求めることとする.

記
 

1.主要な建物について､弾性設計用地震動 Sdによる確認を行い､でき

るだけ早くその結果を当院に報告する｡ 

2.主要な建物に続いて､主要かつ代表的な設備に関する弾性設計用地震

動 Sdによる確認を行い､その結果を当院に報告する｡ 

3.さらに､必要な作業時間等から考え適切な段階までに､新指針と旧指

針との関連､特に新指針による耐震強化の程度に閑し､科学的かフ体系

的に示す観点か ら､すべてのプラントにおいて､主要かつ代表的な設

備 .機器等について､新指針による基準地震動 Ss及び弾性設計用地裏

動 Sdによる評価結果とともに､旧指針にもとづく評価結果を対比して

示し､当院に報告する.その際､耐震強化工事がなされている場合は､

工事前後の評価結果を併せて報告する.

以上



(別 添)

既設原子力施設の耐震安全性確認における弾性設計用地震動評価の位

置づけ等について

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 (以下 ｢薪耐震指針｣というO )

においては､基準地震動 Ssの策定及びそれによる耐震安全上重要な施設の安全

機能維持について､安全確保に関する基本設計要件として定めているOまた､

基準地震動 SSによる施設の安全機能維持の把撞をより確実なものとするため弾

性設計用地蕉勤 S dによる確認を求めているO

原子力安全委員会は､新耐震指針に照らした既設原子力施設の耐震安全性の

確認 (バックチェック)においては､国民の安全確保の黄点から､薪耐震指針

による基準地震動 Ssの策定及びそれによる耐震安全上重要な施設の安全機能の

維持に係る確帯を最優先とするとの考え方をとってきたところであるが､これ

に弾性設計用地簾動 Sdによる確課を加えることは､その再確認結果の信頼度を

高める観点から重要であると考えているo

特に､基準地震動の妥当性評価に関連して､建物 ･構造物の基礎下の入力地

簾動の評価が重要であり､主要な建物 ･構築物においでは､弾性設計用地震動 

Sdによる詳細な評価も重要と考える｡I

また､新耐革指針に基づく耐震安全性の再確認は､旧耐震指針との対比によ

って､新耐震指針が意図する耐震強化の程度が陽に示されることから､新耐震

指針による結果と併せて旧耐震指針による評価結果も示すことが適切と考えるO

特に､耐震強化工事が行われる場合には､その工事による耐震強化の効果を

明らかにする親点から､工事前後の評価結果を示すことが望ましいと考える

しかし､これらの評価に関し､すべてのプラントの主要な設備 ･機器等につ

いて､早期かつ､同時並行的にこれを行うことを要求することは､それに要す

る膨大な作業量と､また､同作業を担当する者が限られているという状況を勘

案すると､現実的ではないと考えられる｡



原子力安全委鼻全は､以上から､新耐簾設計審査指針に基づく耐震安全性の

再確帯に関する今後の作業においては､下記のような段階的評価が適切と考え､

原子力安全 ･保安院 (以下 ｢保安院｣という｡)において､対象となる事業者に､

そのことを周知するよう求めるo

冒己 

1･ これまで通り､事巣者は､基準地震動 S8.の策定及びそれに基づく主要

な建物 ･設備に関する安全機能の維持確課を行い､その結果を保安院に報告

するDその際､特に主要な建物については､弾性設計用地震動 Sdによる確

課を行い､その結果を報告する｡ 

2. 事業者は､主要な建物に続いて､主要かつ代表的な設備に関する弾性設

計用地震動 Sdによる確譲を行い､1で対象外となった安全上重要な設備 ･

機器等に関する評価結果とともに､保安院にその結果を報告するD 

3. さらに､必要な作業時間等を踏まえ適切な段階までに､事業者は､新耐

震指針と旧耐震指針との関連､特に薪耐震指針による耐震強化の程度に閑し､

科学的かつ件系的に示す観点から､すべてのプラントにおいて､主要かつ代

表的な設備 ･機器等について､新耐震指針による基準地簾勤S s及び弾性設

計用地窯動 Sdによる評価結果とともに､旧耐震指針に基づく評価結果を対

比して示し､保安院に報告する｡その際､耐震強化工事がなされている場合

は､工事前後の評価結果を併せて報告する｡




